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決算ハイライト（連結）

（百万円）

1 株 当 た り 配 当 金

18.4%¥62.19¥399.44¥337.261株当たり当期純利益

¥40.00¥20.00

0.1P11.8%11.7％営 業 利 益 率

2,810
1,666

858
5,323
増減額 増減率

18.2%
6.0%

3.2%
2.3%

18,26915,459当 期 純 利 益

29,29327,627経 常 利 益

28,02227,164営 業 利 益

238,067232,743売 上 高

2004年3月期2003年3月期
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業種別売上高（連結）

合 計

官 公 庁

そ の 他 民 間

流 通

金 融

そ の 他

野村証券ｸﾞﾙｰﾌﾟ ▲6.6%▲4,19825.0%59,42327.3%63,621
6.5%4,03027.6%65,68126.5%61,650

増減率構成比構成比

5,323
1,219
1,283
2,989
▲168

増　減

238,067
19,859
48,427
44,676

125,104

232,743
18,640
47,144
41,686

125,272

2.7%20.3%20.3%
7.2%18.8%17.9%

100.0%
8.0%

53.8%

2003年3月期

2.3%100.0%
6.5%8.3%

▲0.1%52.5%

2004年3月期
（百万円）

2003年3月期 2004年3月期
官公庁

8.0%
その他民間

　　　　20.3%
流通

17.9%

金融　

53.8%　

官公庁

8.3%その他民間

　　　　20.3%
流通

18.8%

金融　

52.5%　
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品目別売上高（連結）

0.3%81.9%195,04583.6%194,469システムソリューション

232,743

38,274

21,188

90,218

83,062

2003年3月期
増減率

100.0%

16.4%

9.1%

38.8%

35.7%
構成比

100.0%

18.1%

9.7%

39.3%

32.9%
構成比

2.3%238,067　　 合　　　計

12.4%43,022コンサルティング・ナレッジ

9.5%23,203商 品 販 売 等

3.6%93,502運 用 処 理

▲5.7%78,339開発・製品販売

2004年3月期
（百万円）
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P/Lハイライト（連結）

（百万円）

3.2%28,02227,164営業利益
11.8%11.7%営業利益率

25.2%25.4%　　　売上総利益率

（中国オフショア開発委託

外注費

2.6%178,096173,545　売上原価
▲8.9%67,61874,253

70.0%)3,5032,060

▲0.3%31,94832,034販管費

1.3%59,97159,198売上総利益

2.3%238,067232,743売上高　　

前年同期比2004年3月期2003年3月期
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P/Lハイライト（連結）続き

（百万円）

3,784136関係会社株式売却益

　

1,196―不動産売却オプション損失

6,942退職給付数理計算差異償却

7,818 ▲78.5%1,680特別損失

―

―6,735退職給付信託設定益

投資有価証券売却益 ― 1,217

18.2%18,26915,459当期純利益

▲27.9%5,3147,369特別利益

6.0%29,29327,627経常利益

174.7％1,271462営業外損益

3.2%28,02227,164営業利益　　

前年同期比2004年3月期2003年3月期
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キャッシュ・フロー（連結）

14,55210,169▲4,382フリー・キャッシュフロー

▲53▲609▲556　現金及び現金同等物に
　係る換算差額

▲6,44288,76095,203現金及び現金同等物の
期首残高

増　減

2004年3月期2003年3月期
　

▲4▲1,508▲1,503　　財務活動によるCF

8,05196,81288,760現金及び現金同等物の
期末残高

▲148

14,700

▲19,143▲18,994　　投資活動によるCF

14,611 29,312営業活動によるCF

（百万円）



20052005年年33月期月期
業績見通し業績見通し
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2005年3月期通期業績予想（連結）

予想ハイライト予想ハイライト （億円）

▲2.1%¥391.11¥399.441株当たり当期純利益

0.2P12.0%11.8%営 業 利 益 率

増減率

▲3.7%
3.4%

7.1%
5.0%

¥40.00(予想)　¥40.001株 当 たり配当金

176182当 期 純 利 益

303292経 常 利 益

300280営 業 利 益

2,5002,380売 上 高

2005年3月期（予想）2004年3月期実績
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2005年3月期業種別累計売上予想（連結）

合 計

官 公 庁

そ の 他 民 間

流 通

金 融

増減率構成比（予想）構成比（実績）

119
▲8
▲14

23
118

増　減

2,500
190
470
470

1,370

2,380
198
484
446

1,251

▲2.9%18.8%20.3%
5.2%18.8%18.8%

100.0%
8.3%

52.5%

2004年3月期

5.0%100.0%
▲4.3%7.6%

9.5%54.8%

2005年3月期
（億円）

2004年3月期実績 2005年3月期（予想）

官公庁

8.3%その他民間

　　　　20.3%

流通

18.8%

金融　

52.5%　

官公庁

7.6%
その他民間

　　　　18.8%
流通

18.8%

金融　

54.8%　
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2005年3月期の重点施策

2005年3月期
ナビゲーション力

の強化

ソリューション力

の強化

成長領域の明確化

成長を推進する

仕組み構築

2004年3月期

①営業力の強化

②事業基盤の拡大

③自己改革の促進

中長期を見据えて

売上アップ

コスト削減

新規顧客開拓

SI競争力の強化

外注費削減

人件費増の抑制
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①営業力の強化：選択と集中
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①営業力の強化：パートナーシップの強化

2004年3月2日
日本経済新聞野村証券グループ

野村証券グループがグロバール競争を

勝ち抜くために必要なIT力を支える

イトーヨーカ堂グループ

IYグループの自己改革をサポートし、
今後10年を見据えた関係を構築する

2004年4月6日
日本経済新聞
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①営業力の強化：機動的なリソース投入

主要5部門を3セクターに改編 2004年4月1日～

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ･ｾｸﾀｰｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部門

証券･保険ｿﾘｭｰｼｮﾝ部門

　金融ｿﾘｭｰｼｮﾝ部門
金融･社会ｿﾘｭｰｼｮﾝ･ｾｸﾀｰ

流通･社会ｿﾘｭｰｼｮﾝ部門

　　eｿﾘｭｰｼｮﾝ部門
ｻｰﾋﾞｽ･産業ｿﾘｭｰｼｮﾝ･ｾｸﾀｰ
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②事業基盤の拡大：重点領域３分野

経営資源の重点配分
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流通流通((IYGIYG以外）以外）
・サービス・サービス
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UFJ銀行との
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②事業基盤の拡大：THE STARの展開

アウトソーシング パッケージ販売

カスタマイズSI

オンライン証券

中堅証券会社

準大手証券会社

大手証券

準大手証券会社

STAR-IV
共同利用型システム

オンライン専業証券

向け

共同利用型サービス

リテール業務
パッケージ

タ
ー
ゲ
ッ
ト
顧
客

THE STAR
ホールセール業務
パッケージ

ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
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②事業基盤の拡大：基盤ソリューション力強化

レガシーシステム市場への取り組み

サービスサービス

システム基盤ソリューションシステム基盤ソリューション
基盤方式設計・構築･維持基盤方式設計・構築･維持

システム提案・開発・運用システム提案・開発・運用

システムコンサルコンサルティングシステムコンサルコンサルティング

コンサルティングコンサルティング

保　険保　険 金　融金　融 流　通流　通 公　共公　共 製　造製　造
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③自己改革の促進：足元を固める自己改革

エンハンスメントの効率化
　エンハンスメント管理ツール

「DevelopersNet」（DevNet）の活用

システム運用革新委員会
　30％の品質アップ
　30％の生産性向上

バックオフィス業務改革委員会

バックオフィスの業務の標準化・合理化

コスト削減努力の継続
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③自己改革の促進：DevNetの活用

現在、約7,000人・142プロジェクトで活用中

二重管理二重管理

FAX/電話

お客様 NRI 開発委託先

依頼/問い合わせ 依頼/問合せ管理

課題/作業指示管理

トラブル管理

ドキュメント管理

作業進捗管理

課題管理

トラブル管理

ドキュメント管理

FAX/電話
DevNet
導入前

依頼/問い合わせ項目の一元管理

作業項目の一元管理

テーマ／課題／障害の一元管理

ドキュメント管理

DevNet
導入後
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③自己改革の促進：足元固めの外注政策

中国オフショア開発委託の進捗

0

10

20

30

40

50

2002/3 2003/3 2004/3 2005/3予

(億円)

通期 3.9

20.6

7.6

12.9

13.7
上期

下期

21.3

35.01.7倍
40～45

+20%程度
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③自己改革の促進：足元固めの外注政策

eパートナー契約の進捗

2003年3月期末

集約化による

外注費削減効果

4社

10社
（うち2社中国） 15社

　(中国含む）

2004年3月期末 今後

eパートナー契約先 (2004年3月末)
国内（8社）五十音順
・アルゴ２１

　・キューブシステム

中国（2社）アルファベット順
　・上海中和軟件有限公司

　・ SinoCom Software Group Limited
　 　

　・ハイマックス

　・ビック東海　　

　　　　　他4社
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受注残高（連結）

（百万円）

8.1%6,97192,82585,854システムソリューション

4,474
▲2,497

▲339

7,311
増減額

2004年3月末2003年3月末
増減率

4.3%108,548104,074　　　合 計

▲13.7%15,72318,220コンサルティング･ナレッジ

▲0.4%79,35079,690運 用 処 理

118.6%13,4746,163開発・製品販売
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・本資料は、2004年3月期決算の業績および今後の経営戦略に関する情報の提供を目的としたものであり、当社が発行する有価証券の
　投資勧誘を目的としたものではなく、また何らかの保証・約束をするものではありません。本資料に掲載されております事項は、資
　料作成時点における当社の見解であり、その情報の正確性および完全性を保証または約束するものではなく、また今後、予告無しに
　変更されることがあります。

・本資料のいかなる部分も一切の権利は野村総合研究所に帰属しており、電子的または機械的な方法を問わず、いかなる目的であれ、
　無断で複製または転送等を行わないようお願いいたします。



ご参考資料ご参考資料
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日本航空に

アグリゲーションサービス提供

アグリゲーションサービスとは、

　複数のサービスを統合して、

　単一のサービスとして提供するもの

JALホームページ（月間1億5千万PV)で
　提供されているホテルサイトや

　JALカード、JALマイレージポイントの
　一覧表示が可能となる

交通、旅行、ホテル業界などあらゆる

　企業向けへの展開を目指す

2004年3月29日　DATA COMMUNICATION(東京)

サービス業サービス業

～航空業界で初採用～
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コンサルティングコンサルティング

｢ジャパンデスクの運営｣の受託

　韓国に向上を設ける日本の部品・素材

　　メーカーなどに対し、無償で市場調査

　　や建設計画を立案

～日本企業の対韓進出を促進する事業を

　　　　　　　　　　韓国政府より受託～

　2年間で30社以上の日系企業の
　　工場進出をめざす

　韓国の政府企業向けコンサルで培った

　 人脈や情報網を活用

2004年3月22日　日経産業新聞
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BESTWAYに新機能追加
～投信銀行窓販支援システム～

顧客の取引情報をリアルタイムで

　処理するサービスを開始

BESTWAY/AMを使用している
大手銀行など約100社へ売り込む

金　融金　融

2004年2月26日　日経金融新聞
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金　融金　融
　日本初の本格的な

　クリアリングバンクサービス提供へ　

「I-STAR」とUFJ銀行の「国債債券
決済代行サービス」とのシームレス

な連携を実現

～国債取引の決済代行業務を開始～

日本国債清算機関稼動開始予定の

2005年上半期を目処にサービスの
開始を計画

一般債の新振替決済制度開始

（2005年10月予定）、株式のペーパ
レス化・決済期間の短縮などを含め

た証券決済制度改革にも対応を予定

2003年12月10日　日経金融新聞
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保保 険険

2003年12月4日　日経金融新聞

ピーシーエー（PCA）生命保険　
～契約管理システム構築～

日本国内における積極的な事業展開を支援

Windows基盤上にシステムを構築
　ユーザインターフェイスのWeb化、社内向け帳票の電子化
開発フレームワークには「オブジェクトワークス for .NET」を活用
　システムの運用は、NRIデータが受託
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保保 険険

新会社「インステクノ」設立　
～独立系システム開発エスティーエス社より

　営業権を取得～

　損害保険会社向けシステム開発・構築に強い

　 エスティーエス社より事業を引き継ぎ、

　 保険業界向けシステム開発を強化

　新会社「インステクノ」を全額出資で設立し、

　　保険システムのノウハウおよび人材、

　　顧客基盤等を引き継ぐ。資本金4億9,500万円

2003年11月25日　日本経済新聞朝刊
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保保 険険
　ソニー生命　
～新セールス･プロセス･マネジメントシステム構築～

セールスの各プロセスの実践状況にフォーカス

NRI製品「オブジェクトワークスfor.NET」を採用

2003年9月5日　日経金融新聞

2003年8月21日　日刊工業新聞

損保6社による共同システム
自賠責保険共同システム「e-JIBAI」　

・あいおい損害保険

・東京海上

・損保ジャパン

・三井住友海上

・日本興亜損保

・ニッセイ同和

NRI、日立製作所と提携
2004年度下期運用開始を目指す
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サービス業サービス業

近畿日本ツーリスト
～会計情報システム構築～

全国の約400営業拠点の販売情報を　　
　日次で集計・分析

個別マーケティングのための情報共有

開発費約18億円
コスト削減効果5億円／年

2003年10月8日　日経産業新聞
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